
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

839 839 836 763

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

観光地における安全対策については、引き続き各関係機関との情報交換等を通じ、対策を推進する。

またスキー場における安全対策については引き続き有効な対策を検討し、安全意識の醸成に努める。

目標に対

する成果

の状況

連絡会議を開催し、安全対策の推進方法や地区におけるこれまでの取組みについて関係機関と意見交換を行った。

観光地パトロールは天候不良により一部実施できなかったが、より効果的な取り組みとなるよう実施個所などの見直しに努める。

 概算事業費（B（A）+C） 3,316 3,316 3,313 763

2,477 2,477

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

839 836

概　算

人件費

0.30 0.30 0.30

2,477

839 839 836

0

観光客安全対策推進会議の開催 直接

839 836 763

合計（A) 839

事務的経費 直接 消耗品、コピー代、運送料等

763

70回

25年度25年度25年度25年度 26年度

当初予算 839

補正予算

スキー場パトロール講習会への負担金 負担金

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算） （当初）

地区観光客安全対策組織への交付金 交付金

県内観光地（主に登山道、スキー場など）の安全パト

ロールへの支援

75 75 75

スキー場パトロール講習会（長野県索道事業者協議会

開催）開催費用の一部負担

644

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

安全対策推進組織は長野県の観光客安全に係る機関によって構成されており、連絡調整や全県

的な取り組みに県の関与が不可欠。

課・室 山岳高原観光課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

1-02　強みを生かした、観光の振興

763

○県・国・民間団体・事業者が相互に協力し、長野県を訪れる観光客の安全確保と、安全対策の拡充が継続的に実施されることを目指

す。

○地域ごと観光地の抱える問題に差異→各地区観光客安全対策推進組織へ交付金を支出し、地区ごとの安全対策事業を補助。

○近年ゲレンデにおけるマナー低下や、スノースポーツの多様化に伴う事故の発生が問題化。

→観光客に向けた安全意識のさらなる啓発と、事故発生への対応の充実が必要。

　＊特に昨年の東日本大震災や上高地の土砂災害等の発生から、観光客の安全対策への要望がさらに高まっている。

成果目標の達成状況

項目

観光地パトロールの実施

観光客安全対策推進会議の開催

事業番号 08 01 03 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 観光客安全対策推進事業観光客安全対策推進事業観光客安全対策推進事業観光客安全対策推進事業
担

当

課

部局 観光部

1 選ばれる観光地域づくり 実施期間 S51 ～

80回 78回 未達成

達成1回 1回 1回

地域における安全パトロール等の充実

　・パトロール回数の増

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

前年増

1回

644 577

関係団体による意見交換 6 6 6

111 111 105

合計 836 836


